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特許分類コードを用いた技術融合度の推移に関する定量的研究 

 
 

○鈴木勝博（早稲田大学 国際情報通信研究センター） 
 

 
 
Abstract:  先端技術分野における技術革新においては，個々の技術要素のブレイクスルーが重要な役割

を果たすケースや，異分野の技術融合がキーとなるケースが考えられる．本研究では，個々の特許に付

与された複数の特許分類コードを用い，技術融合の度合いに関する定量的な分類手法を導入する．特許

庁の整理標準化データをもとに，「燃料電池」・「MEMS」両技術分野における分析を実施した結果，特

に「異分野融合」タイプの比率に対し，研究開発フェイズが反映される傾向が確認された．また，特許

出願数の年次増加率と，「異分野融合」タイプの比率との間の相関性を示し，その含意等について報告

する． 
 
1. Introduction  

企業や研究機関における研究開発活動を定量

的に捉える上で，特許は欠かすことができないデ

ータの一つである．発明とイノベーションは厳密

には同一視できるものではないが，研究開発活動

の内容や技術に関する定量・定性情報を包含し，

将来の企業パフォーマンスとの（ある程度の）相

関性を有するという意味において，特許データは

重要である ([1], [2])．本研究では特許分類コード

に着目し，技術融合度の計量への応用を試みる． 
  先端技術分野における技術革新においては，

個々の技術要素におけるブレイクスルーが重要

な役割を果たす場合や，異分野技術の融合がキー

となるケースなど，さまざまなパターンが考えら

れる．１９９０年代のメカトロニクスやオプトエ

レクトロニクスの発展においては異分野の技術

融合がキーとなっていることが指摘されている

が [3]，一方，ブレイクスルーをドライバとする

パターンや，両タイプが混在共起しながら技術が

進展してゆくパターンは依然として存在するも

のと思われる． 
さて，新たな技術分野の勃興期からの発展プロ

セスにおいて，典型的には，以下のような特許数

の推移進展が考えられる． (1) 独創的な発明によ

り，あらたな技術分野が創成される．(2) 同技術

を応用した新製品の市場化に向け，特許出願数が

増加してゆき，コア特許が出揃ってゆく．(3) そ
の後，出願数はピークを越えて減少傾向に転じ，

つぎの重要なイノベーションが起きるまで沈静

化する．かような推移パターンはたとえば

Basebergによって指摘されており，basic innovation
の出現のあとで特許数が増加し，その中で basic 
patent が産み出されてゆくような概念図が記さ

れている [4]．また，あわせて，本質的なイノベ

ーションの出現時期と特許数がピークを迎える

時期とのタイムラグは，技術分野によって異なる

であろうことも指摘されている． 
一方，個々の特許に含まれる技術範囲は，(1) 当

該技術分野の勃興期～黎明期には徐々に広がり

を見せ，異分野の技術要素を取り込みながら，あ

るいは，異分野を含む応用局面に関するアイデア

を取り込みながら，当該技術が発展していくもの

と考えられる．そして，(2) ある程度コア技術が

出揃い，具体的な製品化が意識されるようなフェ

イズにおいては，逆に異分野の技術要素は減り，

個々の狭い技術的ニーズの解決に関する特許が

増えていくものと思われる． 
本研究においては，特許に含まれる技術分類コ

ードをもとに，研究開発の進展にともなう技術範

囲のダイナミクスに関する分析を行う．そして，

上記のようなシナリオの普遍性を確認し，技術進

展やイノベーションの分析に関する何らかの定

量的なインジケータを見出すことへの足がかり

を得ることを目的とする． 
 
2. 対象分野とデータ  

本研究では，「燃料電池」に関連する技術分野

を分析対象としている．「燃料電池」は二酸化炭

素を殆ど放出しないクリーンな次世代エネルギ

ー源であり，家屋における定置電源，次世代自動
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車の動力源，携帯電話端末やノート PC 用の携帯

電源として期待されている．なお，理想的にはで

きるだけ多くの技術分野についてその技術範囲

のダイナミクスを探ることが望ましいが，本研究

では上記に加え，MEMS 技術をあわせて分析し，

比較事例としている． 
今回分析に用いたデータは，日本の特許庁が発

行している整理標準化データである．本データは

毎月 DVD 媒体によって発行されており，特許庁

が保有するデータベースの，その時点でのスナッ

プショットが納められている．なお，本 DVD 中

の電子データは XML 形式であるが，高速な検索

を実現するため，これを変換してリレーショナ

ル・データベースを再構成した．現在われわれが

保有する DVD データの期間は，1994 年から 2007
年までの 14 年間ではあるが，特許の出願から公

開における 1 年半のタイムラグを鑑み，もっとも

新しい 2 年間分のデータは用いない事とし，1994
年から 2005 年の 12 年間を分析対象とした． 

なお，特許には公開特許と登録特許の二種類

があるが，後者は当該企業の「知財戦略」方針が

反映されている．より純粋な研究開発活動におけ

る技術融合度の進展を探るため，本研究では公開

特許データを利用した． 
 

3. IPC コードによる技術範囲の類型化  
特許には国際特許分類コード（IPC コード）が

付えられている．IPC コードは特許庁の当該審査

官によって付与されるものであり，公開時と登録

時とでその内容に見直しが加えられるケースも

散見されはするものの，特許に含まれる技術を特

定する上では十分な信頼性をもっているものと

考えられる．IPC には，すべての特許に必ず与え

られる「筆頭 IPC」と，必要に応じて付与される

「Co-IPC（副 IPC）」の二種類があり，前者はかな

らず一つ付与されるのに対し，後者はその必要に

応じた個数分だけ与えられる．換言すれば，必要

がなければ Co-IPC は付与されない． 
 本研究では，IPC コードに着目し，当該特許に

含まれる技術範囲にもとづく分類を試みる．今，

着目する「技術分野」に対し，これに該当する筆

頭 IPC コードを持つ特許の集合を考えよう．この

とき，筆頭 IPC とはまったく異なる技術分野の

Co-IPC が付与された特許と，同一分野の Co－IPC
のみが付えられた特許とでは，その性格が質的に

異なっていることが期待されよう．実際，前者は，

技術融合型の発明を示している可能性がある．も

ちろん，Co-IPC の中には，発明の基本原理ではな

く，その応用に関連した技術分野が記されている

可能性もあるが，本稿では，技術融合を示唆する

パターンとして，筆頭 IPC とは異なる技術分野の

Co-IPC が含まれるケースを考え，これを「異分野

融合」タイプと定義する．同様な分類手法は先行

研究ですでに用いられているが ([5], [6])，本稿で

はこれに加え，筆頭 IPC と Co-IPC が同じ技術分

野に含まれるケースを「同一分野」タイプ，Co-IPC
が存在せず筆頭 IPC のみのケースを「単一 IPC」
タイプと定義し，合計３つのタイプに分類するこ

とを試みる． 
前述のように，IPC の付与に際してはさまざま

な理由が考えられるが，「単一 IPC」タイプは狭い

範囲の技術要素に関するブレイクスルー型の発

明を示唆していることが期待される．また，「同

一分野」タイプは，（これも理想的には）同じ技

術分野における異なる技術要素の融合型の発明

を示唆することが期待される．ただし，これら２

つのタイプの解釈においては，個々の IPC コード

がカバーする「技術範囲の広さ」自体も関係して

くるため，ことに IPC 体系が更新され，コードの

細分化が行われる場合などには注意が必要であ

る．よって，後節の考察においては，主として「異

分野融合」タイプの推移に着目する． 
 
4. 分析 
 
燃料電池に関連した技術分野は，IPC コードの

サブクラス「H01M8」によって定義される．本分

野における特許出願数の推移を表１，図１に示す． 

年 
異分野

融合型
同一分野型   単一 IPC 型 

合計

1994 104 277 176 557
1995 100 282 165 547
1996 139 264 81 484
1997 128 299 94 521
1998 130 351 81 562
1999 255 421 80 756
2000 378 624 85 1,087
2001 616 892 89 1,597
2002 602 1,239 129 1,970
2003 736 1,688 242 2,666
2004 795 2,184 274 3,253
2005 839 2,043 154 3,036
計 4,723 10,402 1,641 16,766

 
表 1. 燃料電池分野 (H01M8) ：特許出願数推移 (JPO) 
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図 1.  燃料電池分野 (H01M8) ：特許出願数推移. 

 
最後の一年 (2005 年) をのぞき，この技術分野

における出願数は，右肩上がりの急成長を続けて

いたことがわかる．特徴的なのは「同一分野」タ

イプに分類される特許がドミナントなことであ

り，本期間における出願特許全体の 62%を占めて

いる．なお，このタイプの特許の増加率は他の２

タイプに比べて大きく，2005 年には全体の 67%を

占めるに至っている． 
これに続くのが「異分野融合型」の特許であり，

期間を通じて全体の 28％を占めている．このタイ

プの特許数も年とともに増加しているが，「同一

分野」タイプと比べるとその延び率は低く，漸増

傾向といえよう． 
一方，上記二種とは異なり，「単一 IPC」タイプ

は対象期間を通じて全出願数の 10%を占めるに

とどまっており，時系列的にも他種と比べ，それ

ほど大きな変化を見せていない． 
このような三種三様の変化傾向は，それぞれの

タイプの占有比率をプロットすることにより，よ

りいっそう明確になる（図 2）．十分な出願数が確

保されている技術分野においては，これら３タイ

プの構成比率（特に「異分野融合」タイプのそれ）

は，当該分野の技術的特徴を示し，異なる技術分

野間でも比較が可能なノーマライズされた指標

群とみなす事ができよう． 
さて，前節で述べたダイナミクスを調べるにあ

たっては，各タイプの推移をより明確化する必要

がある．図２は経年変化であるが，変化のトレン

ドを抽出するため，素データに３年間の移動平均

を施し，比率を計算しなおしたのが図３である．

ここで「３年間」という期間は，研究開発活動に

関連する代表的なタイムスケールとして採用し

た [2]． 
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図 2. 燃料電池分野 (H01M8)における，各タイプの

比率の推移. 
 

図 3 において特徴的なのは「異分野融合」タイ

プであり，2001 年までは増加傾向，それ以降は減

少傾向を示し，前節で描いたシナリオと整合的で

ある．携帯型燃料電池・燃料電池自動車等の製品

化を 2010 年～2015 年ごろと想定する市場予測も

考慮すると [8]，製品化への動きが具体化し， 
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図 3. 燃料電池分野 (H01M8)における，各タイプの

比率の推移 (３年移動平均) 
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研究活動がある程度収束期に入っていることを

このトレンドは示唆しているものと考えて矛盾

がない． 
同様な，「異分野融合」タイプの減少傾向は

MEMS 分野（IPC コード：B81）でも観測されて

おり（図 4），今後，さらに対象技術分野を拡大し

た精査を実施してゆく予定である．なお，IPC コ

ード B81 においては，1998 年以前の特許の出願件

数が極端に少ないため，2000 年の値は参考値であ

る．かような分析は，特許データのみから自動的

に実施することが可能なため，そのロバストネス

や有効性が担保されれば，技術進展を定量的に探

るための新たな指標構築への有益な足がかりが

得られるものと考えている． 
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図 4.  MEMS 分野 (B81)における，各タイプの比率

の推移 (３年移動平均).  
 

5. 考察 
 
燃料電池分野と MEMS 分野双方に共通して

『「異分野融合」タイプの減少』というトレンド

が見られたが，これは，「製品リリースへ向けた

収束期の動き」と解釈することが可能である．一

方，燃料電池分野における 1994 年から 2001 年ま

での増加トレンド，あるいは，2001 年という転換

点については，どのような説明が可能であろうか．

この問いに関する回答へのひとつのキーは，市場

化へ向けた研究開発活動の方向転換タイミング

の捉え方にあろう． 

特許データを用いた初期の先行研究においては，

特許数と企業業績との関連性が調べられ，特許数

が研究開発のインプットを示す指標としても有

効であることが指摘されている [2]．無論，その

後の研究において，被引用数等を用いた「特許の

質」を考慮することの有効性が示されてきてはい

るが，本稿では「特許数」にもとづく素朴なアイ

デアを流用し，「異分野融合」タイプのダイナミ

クスの原因について考察する． 
いま，特許数を R&D 活動のインプット指標と

捉えた場合，当該分野における研究開発活動が発

展期にあるのか，あるいは，逆に収束期にあるの

かは，（何年かのタイムラグがあるにせよ）当該

分野の特許数の増減により把握することが可能

だと思われる．特に，近い未来における研究開発

動向をとらえるには，特許数の増加率を測ること

が有効だと考えられよう． 
一方，基礎的な研究開発活動へのインプット自

体は，製品のリリース時期へ近づいた場合，ある

程度収束してゆくことが期待される．  
図 5 は，燃料電池分野における特許出願数の増

加率（前年対比）の推移である： 
 

                Annual growth rate of patent
applications (H01M8) (JP) :

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

 
図 5. 燃料電池分野における，特許出願数の増加

率（前年対比）の推移. 
 

2001 年にいささかイレギュラーな値をとっては

いるが，同年を境に，(i) 95 年から 00 年にかけて

は増加率が年をおって大きくなる傾向にあり，一

方，(ii) 02 年から 05 年にかけては逆に減少傾向で

あることが見てとれる． 
図６に，上記の増加率と，「異分野融合」タイ

プの比率を用いた散布図を示す．両者が相関して

いることは図からも明らかであり，回帰直線の決

定係数も 0.67 と大きな値を示している．よって，

燃料電池分野における「異分野融合」タイプの比
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率の推移は，研究開発インプットと関係している

であろうことが（間接的ではあるが）示されたこ

とになる． 

y = 0.22 x + 0.02
R2 = 0.67

20%
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図 6. 燃料電池分野における，特許出願数の増加率

（前年対比） vs「異分野融合」タイプの比率. 
 

なお，サンプルポイントが少ないものの，MEMS
分野においても同様な相関は確認され（R2=0.60），
このような関係性がある程度の普遍性をもって

いることが期待される． 
 

6. サマリーと今後の課題 
 
公開特許に付与された複数の IPCコードに着目

し，技術的側面からの特許の分類方法を提案し，

その時系列変化に関する分析を実施した．特に，

異分野の技術融合を示唆する「異分野融合」タイ

プに着目し，その推移が，R&D 活動における現実

の技術範囲の変化をとらえているであろうこと

を，「燃料電池」と「MEMS」という２つの技術

分野について確認を行った．製品のリリースを念

頭においた研究開発活動の収束期においては「異

分野融合」タイプの比率が減少することが示唆さ

れ，また，この比率の年次推移やトレンドが，研

究開発インプットの年次伸び率を反映している

であろうことも確認された． 
ただし本稿で示した関係は，特許データのみを

用いた間接的なものにとどまるため，今後は実際

の外部データと照らし合わせた分析が必須であ

る．加えて，他の先端技術分野においても同様な

傾向が見られるかどうか，その対象を拡大してい

く必要がある． 
注意すべき点は，仮に，上記の課題が解決され，

本稿と同様な結果が普遍的に示されたとしても，

それはある種自明な研究開発プロセスを，特許デ

ータを用いて「再確認」した事にしかならない．

最終的に重要なのは， このような分析をもとに，

R&D 研究・イノベーション研究へ積極的に活用可

能な指標を特許データから得ることにあり，今後

もさらなる分析の改良と他分野での検証を重ね

ていく予定である． 
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